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経営改善目標の達成に向けた取組状況の様式に関する改正の概要について 

１ 概要 

令和６年第３回神奈川県議会定例会において、今後、県主導第三セクターの経営改善や自

立化を含めた見直しにどのように取り組んでいくか知事へ一般質問があった。知事は、県主

導第三セクターについて、県民サービスの向上と収支健全化に向けた経営改善を引き続き促

し、第三セクター等改革推進会議の委員の意見を踏まえ、法人の自立化を含めた見直しに取

り組むと答弁を行った。これに対して議員より、法人の自立化に向けて不断の見直しを行い、

時代の要請に合致した法人であるか常に検証を行うよう要望があった。 

これを踏まえ、第三セクター等改革推進会議の資料である「経営改善目標の達成に向けた

取組状況」の様式について、来年度以降、法人の経営改善や自立化の見直しの議論が一層進

むよう、県主導第三セクターの必要性や財務状況の項目を追加し、様式を改正する。 

 

【参考１】法人の自立化とは（第三セクター等の指導、調整等に関する要綱第２条第３項） 

第三セクターのうち、県から次に掲げる支援を受けることなく、事業を展開することが可能

な状態であるなど県から自立したとして、神奈川県働き方・行政改革推進本部で認める法人 

ア 財政的支援（補助金、交付金、負担金、貸付金、利子補給） 

イ 人的支援（県職員の派遣） 

ウ その他の支援（債務保証、損失補償） 

 

２ 改正内容 

(１)「３ 法人の県主導第三セクターとしての必要性、自立度の検証」の追加 

内 容 必要性（公益性、県行政との関連性、民間代替性）及び自立度（県からの人的・

財政的支援状況）に関する記載欄を設ける。 

趣 旨 今後のあり方を法人自ら検証し、検証結果をもとに、第三セクター等改革推進

会議で議論する。また、県民への積極的な情報公開を図る。 

 

(２)「５ 財務状況」の追加 

内 容 法人類型（公益法人、株式会社、公社、社会福祉法人）に応じて、以下の項目

を設ける。 

趣 旨 過去３年分の実績を記載することで、収益・費用の増減や財務指標等法人の中

期的な経営状況を分析・把握し、経営改善に繋がることが期待できる。 
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（財務状況の追加項目） 

法人類型 財務状況 県の財政的支援 財務指標 

公益法人 貸借対照表 

正味財産増減計算書 

補助金、交付金、

負担金、貸付金、

利子補給 

正味財産比率、流動比率、人件費

比率、管理費比率、独立採算度 

株式会社 貸借対照表 

損益計算書 

同上 自己資本比率、流動比率、人件費

比率、売上高対販売・管理費比

率、独立採算度 

道路公社 貸借対照表 

損益計算書 

同上 自己資本比率、流動比率、人件費

比率、管理費比率、独立採算度 

社会福祉法人 貸借対照表 

事業活動計算書 

同上 自己資本比率、流動比率、人件費

比率、管理費比率、独立採算度 

※参考まで委託料（指定管理料含む）を加えた財政的関与や債務保証・損失補償の状況を付記

【参考２】財務指標について 

正味財産（自己資本）比率 

法人の総資産に占める自前の資産である正味財産（純資産）の比率のこと。比率が高いほ

ど、法人の財務基盤の安定性・健全性が高いと判断ができる。 

流動比率 

１年以内に返済が必要な負債（流動負債）を、同じく１年以内に現金化することができる

資産（流動資産）でどれだけ賄えるかの比率のこと。法人の短期的な支払い能力と安全性

の判断ができる。 

人件費比率 

経常費用に占める人件費の比率のこと。人件費は直ちに削減することができないことから、

法人の財務の硬直度合いの判断ができる。 

（売上高対販売・）管理費比率 

経常費用（売上高）に占める管理費の比率のこと。法人の経営の効率性の判断ができる。 

独立採算度 

県の財政的支援を差し引いた法人の収益合計と、費用合計の比率のこと。指標が100％以上

の場合、独立採算の状態にあると判断ができる。 

３ 今後のスケジュール（予定） 

２月 会議での意見を受けての検討 

３月 様式の改正 

（令和７年度） 

４月 施行 
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％

（１）必要性（公益性）について

（２）必要性（県行政との関連性）について

（３）必要性（民間代替性）について

（４）自立度（県からの人的・財政的支援状況）について

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（様式）

【収支健全化に向けた経営改善】

所在地 電話番号

　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

２　法人運営における現状の課題

１　法人の概要（令和　年　月　日現在）
法人名

基本財産等 　　円 県出資額

設立年月日 代表者名

円 県出資率

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

備考

経営改善目標の達成に向けた取組状況

４　経営改善目標の達成に向けた取組実績等

３　法人の県主導第三セクターとしての必要性、自立度の検証

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

備考

【県民サービスの向上】

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

公益法人用
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（単位：千円、％）

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

固定負債

正味財産

指定正味財産

一般正味財産

経常収益

経常費用

事業費

うち人件費

管理費

うち人件費

評価損益等計

評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額

経常外収益

経常外費用

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

指

定

正

味

当期指定正味財産増減額

正味財産期末残高

正
味
財
産
増
減
計
算
書

一
般
正
味
財
産

４年度

貸
借
対
照
表

５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考区分

５　財務状況                                 

４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考区分

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること
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（単位：千円、％）

補助金

交付金

負担金

貸付金

利子補給

合計

※第三セクター等の指導、調整等に関する要綱に基づく支援区分

委託料（指定管理料含む）

合計（県の財政的支援＋委託料）

債務保証（残高）

正味財産比率 正味財産/（負債+正味財産）

流動比率 流動資産/流動負債

人件費比率 人件費/経常費用

管理費比率 管理費/経常費用

独立採算度

県の財政的関与の割合
（合計（県の財政的支援＋委託料）/経常収益）

損失補償（残高）

①

参
考

②

（経常収益+経常外収益-県の
財政的支援の合計）/（経常費
用+経常外費用）

備考
増減率

（前年度比）

増減率
（前年度比）

備考指標

0 0 0

計算式 ４年度 ５年度 ６年度

0 0

区分 ４年度 ５年度 ６年度

法人記入者名 所管課記入者名

７　取組実績等についての総括（所管課）

８　第三セクター等改革推進会議の総合評価・今後の取組に向けた意見

評価結果

(内線　　　　)

６　取組実績等についての総括（法人）

県
の
財
政
的
支
援
※

0

区分 ４年度 ５年度 ６年度

県の財政的支援の割合
（合計/経常収益）

増減率
（前年度比）

備考

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度特有
の事情による増減があり、財務
状況に大きな影響を与える場合
に原因について記入すること
・法人固有の特有の事情がある
場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること
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％

（１）必要性（公益性）について

（２）必要性（県行政との関連性）について

（３）必要性（民間代替性）について

（３）自立度（県からの人的・財政的支援状況）について

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

備考

【県民サービスの向上】

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

経営改善目標の達成に向けた取組状況

４　経営改善目標の達成に向けた取組実績等

３　法人の県主導第三セクターとしての必要性、自立度の検証

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

備考

（様式）

【収支健全化に向けた経営改善】

所在地 電話番号

　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

２　法人運営における現状の課題

１　法人の概要（令和　年　月　日現在）
法人名

基本財産等 　　円 県出資額

設立年月日 代表者名

円 県出資率

株式会社用
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（単位：千円、％）

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

固定負債

純資産

資本金

資本剰余金

利益剰余金

売上総利益

営業収益（売上高）

売上原価

営業利益

販売費及び一般管理費

うち人件費

経常利益

営業外収益

営業外費用

税引前当期純利益

特別利益

特別損失

当期純利益

法人税、住民税及び事業税

４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考

４年度 備考５年度 ６年度
増減率

（前年度比）

貸
借
対
照
表

区分

５　財務状況                                 

損
益
計
算
書

区分

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること
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（単位：千円、％）

補助金

交付金

負担金

貸付金

利子補給

合計

※第三セクター等の指導、調整等に関する要綱に基づく支援区分

委託料（指定管理料含む）

合計（県の財政的支援＋委託料）

債務保証（残高）

自己資本比率 純資産/（負債+純資産）

流動比率 流動資産/流動負債

人件費比率 人件費/販売費及び一般管理費

売上高対販売・管理費比率 販売費及び一般管理費/売上高

独立採算度

６　取組実績等についての総括（法人）

県
の
財
政
的
支
援
※

法人記入者名 所管課記入者名

７　取組実績等についての総括（所管課）

８　第三セクター等改革推進会議の総合評価・今後の取組に向けた意見

評価結果

(内線　　　　)

備考４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）

指標

0 0 0

計算式 ４年度 ５年度 ６年度

県の財政的支援の割合
（合計/営業収益）

備考

増減率
（前年度比）

備考

（営業収益+営業外収益-県の財
政的支援の合計）/（売上原価+
販売費及び一般管理費+営業外
費用）

区分

区分 ４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）

参
考

①

県の財政的関与の割合
（合計（県の財政的支援＋委託料）/経常収益）

②

0 0 0

損失補償（残高）

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること
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％

（１）必要性（公益性）について

（２）必要性（県行政との関連性）について

（３）必要性（民間代替性）について

（３）自立度（県からの人的・財政的支援状況）について

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（様式）

【収支健全化に向けた経営改善】

所在地 電話番号

　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

２　法人運営における現状の課題

１　法人の概要（令和　年　月　日現在）
法人名

基本財産等 　　円 県出資額

設立年月日 代表者名

円 県出資率

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

備考

経営改善目標の達成に向けた取組状況

４　経営改善目標の達成に向けた取組実績等

３　法人の県主導第三セクターとしての必要性、自立度の検証

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

【県民サービスの向上】

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

備考

道路公社用
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（単位：千円、％）

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

固定負債

特別法上の引当金等

資本

基本金

剰余金

収益の部（経常収益）

業務収入

受託業務収入

助成金受入

業務外収入

費用の部（経常費用）

管理業務費

うち人件費

一般管理費

うち人件費

諸減価償却費

諸引当損

受託業務費

業務外費用

４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考

貸
借
対
照
表

区分

５　財務状況                                 

区分

４年度 備考５年度 ６年度
増減率

（前年度比）

損
益
計
算
書

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること
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（単位：千円、％）

補助金

交付金

負担金

貸付金

利子補給

合計

※第三セクター等の指導、調整等に関する要綱に基づく支援区分

委託料（指定管理料含む）

合計（県の財政的支援＋委託料）

債務保証（残高）

自己資本比率 資本/（負債＋資本）

流動比率 流動資産/流動負債

人件費比率

管理費比率

独立採算度

増減率
（前年度比）

備考

一般管理費/経常費用

県の財政的関与の割合
（合計（県の財政的支援＋委託料）/経常収益）

損失補償（残高）

（経常収益-県の財政的支援
の合計）/（経常費用）

0

５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考

備考４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）

0 0 0

法人記入者名 所管課記入者名

７　取組実績等についての総括（所管課）

８　第三セクター等改革推進会議の総合評価・今後の取組に向けた意見

評価結果

(内線　　　　)

６　取組実績等についての総括（法人）

県
の
財
政
的
支
援
※

４年度 ５年度 ６年度

0

区分

0

４年度

人件費/経常費用

計算式

区分

県の財政的支援の割合
（合計/営業収益）

指標

参
考

①

②

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度
特有の事情による増減があ
り、財務状況に大きな影響
を与える場合に原因につい
て記入すること
・法人固有の特有の事情が
ある場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年
度特有の事情による増減
があり、財務状況に大き
な影響を与える場合に原
因について記入すること
・法人固有の特有の事情
がある場合も記載するこ
と
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％

（１）必要性（公益性）について

（２）必要性（県行政との関連性）について

（３）必要性（民間代替性）について

（３）自立度（県からの人的・財政的支援状況）について

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（様式）

【収支健全化に向けた経営改善】

所在地 電話番号

　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

２　法人運営における現状の課題

１　法人の概要（令和　年　月　日現在）
法人名

基本財産等 　　円 県出資額

設立年月日 代表者名

円 県出資率

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

備考

経営改善目標の達成に向けた取組状況

４　経営改善目標の達成に向けた取組実績等

３　法人の県主導第三セクターとしての必要性、自立度の検証

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

【県民サービスの向上】

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

備考

社会福祉法人用
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（単位：千円、％）

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

固定負債

純資産

基本金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

次期繰越活動増減差額

サービス活動収益

サービス活動費用

うち人件費

うち事務費

サービス活動増減差額

サービス活動外収益

サービス活動外費用

サービス活動外増減差額

経常増減差額

特別収益

特別費用

特別増減差額

当期活動増減差額

前期繰越活動増減差額

当期末繰越活動増減差額

基本金取崩額

その他の積立金取崩額

その他の積立金積立額

次期繰越活動増減差額

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

サ
ー

ビ

ス

活

動

外

増

減

の

部

特
別
増
減
の
部

事
業
活
動
計
算
書

貸
借
対
照
表

区分

５　財務状況                                 

区分

４年度 備考５年度 ６年度
増減率

（前年度比）

４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること
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（単位：千円、％）

補助金

交付金

負担金

貸付金

利子補給

合計

※第三セクター等の指導、調整等に関する要綱に基づく支援区分

委託料（指定管理料含む）

合計（県の財政的支援＋委託料）

債務保証（残高）

自己資本比率 資本/（負債＋資本）

流動比率 流動資産/流動負債

人件費比率 人件費/サービス活動費用

管理費比率 事務費/サービス活動費用

独立採算度

（サービス活動収益+サービス活動
外外収益-県の財政的支援の合
計）/（サービス活動費用+サービス
活動外費用）

指標
増減率

（前年度比）
備考

0 0 0

区分

県の財政的支援の割合
（合計/サービス活動収益）

計算式 ４年度 ５年度 ６年度

0 0 0

法人記入者名 所管課記入者名

７　取組実績等についての総括（所管課）

８　第三セクター等改革推進会議の総合評価・今後の取組に向けた意見

評価結果

(内線　　　　)

６　取組実績等についての総括（法人）

県
の
財
政
的
支
援
※

増減率
（前年度比）

備考

４年度 ５年度 ６年度
増減率

（前年度比）
備考

参
考

①

県の財政的関与の割合
（合計（県の財政的支援＋委託料）/経常収益）

②
損失補償（残高）

区分 ４年度 ５年度 ６年度

・大幅な増減や、当該年度特有
の事情による増減があり、財務
状況に大きな影響を与える場合
に原因について記入すること
・法人固有の特有の事情がある
場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年度特
有の事情による増減があり、
財務状況に大きな影響を与え
る場合に原因について記入す
ること
・法人固有の特有の事情があ
る場合も記載すること

・大幅な増減や、当該年
度特有の事情による増減
があり、財務状況に大き
な影響を与える場合に原
因について記入すること
・法人固有の特有の事情
がある場合も記載するこ
と
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％

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（様式６）

【県民サービスの向上】

所在地 電話番号

　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

２　法人運営における現状の課題

１　法人の概要（令和　年　月　日現在）
法人名

基本財産等 　　円 県出資額

３　経営改善目標の達成に向けた取組実績等

設立年月日

単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

代表者名

円 県出資率 #DIV/0!

経営改善目標の達成に向けた取組状況

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

備考

項目

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

【収支健全化に向けた経営改善】

項目 単位 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度 　年度自己評価

備考

（参考資料）

現行の様式
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６　第三セクター等改革推進会議の総合評価・今後の取組に向けた意見

５　取組実績等についての総括（所管課）

４　取組実績等についての総括（法人）

評価結果
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第三セクター等の指導、調整等に関する要綱 

（目的） 

第１条  この要綱は、県が第三セクター等に対して必要な指導、調整等を行うにあたり基本と

すべき事項を定めることにより、法人の抜本的な見直しや効果的・効率的な事業展開、収支

健全化に向けた経営改善を図り、もって県の行政施策の効果的な推進に資することを目的と

する。 

（用語の意義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 第三セクター  県が資本金の出資又は基本財産の出捐等（以下「出資等」という。）を

行っている（今後、出資等を行うものを含む。）法人をいう。

(2) 県主導第三セクター  次号に該当しない第三セクターで次に掲げるもののうち、県が主

体的に指導する必要があるとして神奈川県働き方・行政改革推進本部（以下「推進本部」

という。）が認める法人をいう。

ア 県からの出資等の比率が 25 パーセント以上で、かつ、県の出資等の比率が最も大き

い法人

イ アに掲げるもののほか、県行政と密接な関係を有しその運営や事業実施に関して県が

特に指導及び調整を行う必要がある法人

(3) 自立した第三セクター 第三セクターのうち、県から次に掲げる支援を受けることなく

事業を展開することが可能な状態であるなど県から自立したとして推進本部が認める法

人をいう。

ア 財政的支援（補助金、交付金、負担金、貸付金、利子補給）

イ 人的支援（県職員の派遣）

ウ その他の支援（債務保証、損失補償）

(4) 第三セクター等 第三セクター及び損失補償法人（県が債務について損失補償を行って

いる法人）をいう。

(5) 局長等  神奈川県職員の職の設置等に関する規則（昭和 33 年神奈川県規則第 53 号）第

３条第１項に規定する局長、企業庁長、教育長及び警察本部長をいう。

（推進本部の所掌事項） 

第３条 推進本部の所掌事項は、次に掲げる各号及び別表のとおりとする。 

(1) 第三セクターの「設立等」に関すること。

(2) 県主導第三セクターの「増資に対応した出資等」、「運営に関する重要な変更等」、「自立

化の達成」、「統合」、「第三セクター以外の法人への移行・廃止等」に関すること。

(3) その他局長等が特に必要と判断した事項に関すること。

（神奈川県働き方・行政改革推進本部幹事会の所掌事項） 

第４条 神奈川県働き方・行政改革推進本部幹事会（以下「幹事会」という。）の所掌事項は、

次に掲げる各号及び別表のとおりとする。 

(1) 県からの出資等の比率が 25 パーセント以上の第三セクター（県主導第三セクターを除

く。）及び自立した第三セクターの「増資に対応した出資等」、「統合」、「第三セクター以

外の法人への移行・廃止等」に関すること。

(2) その他局長等が特に必要と判断した事項に関すること。

（局長等の所掌事項及び責務） 

第５条 局長等の所掌事項は、次に掲げる各号及び別表のとおりとする。 

(1) 県からの出資等の比率が 25 パーセント未満の第三セクター（県主導第三セクター及び

自立した第三セクターを除く。）の「増資に対応した出資等」、「統合」、「第三セクター以

参考資料
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外の法人への移行・廃止等」に関すること。 

(2) その他局長等が特に必要と判断した事項に関すること。 

２ 局長等は、所管の第三セクター等の運営について、別に定める第三セクター等指導調整指

針に基づき適切な指導、調整等を行わなければならない。 

３ 局長等は、所管の県主導第三セクターの運営状況等について、常に把握するとともに、別

に定めるところにより総務局長に報告しなければならない。 

４ 局長等は、所管の県主導第三セクター以外の第三セクター等の運営状況等についても、別

に定めるところにより総務局長に報告し、また、出資等の状況や県行政との関連の度合いに

応じ、必要な範囲での情報収集又は指導等を行わなければならない。 

５ 局長等は、第３条及び第４条に規定する事務を処理しようとする場合は、第三セクター検

討報告書作成要領に基づき検討報告書を作成し、推進本部又は幹事会に付議しなければなら

ない。 
６ 神奈川県副局長会議の設置及び運営に関する要綱第２条別表に定める者は、所管の第三セ

クター等の指導、調整等に関する総合的な調整等を行うものとする。 
（総務局長による調整等） 

第６条 総務局長は、第三セクター等の抜本的な見直しや効果的・効率的な事業展開、収支健

全化に向けた経営改善等を図るため、第三セクター等に関し全庁的な視点から必要な調整を

行うことができる。 

２ 総務局長は、前項の調整を進めるに当たり特に必要があると認めるときは、局長等と調整

の上、推進本部又は幹事会に付議することができるものとする。 

３ 総務局長は、第三セクター等の運営に関し特に必要があると認めるときは、局長等に対し

て、第三セクター等に指導、助言等を行うよう指示することができる。 
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別表（第３条から第５条関係）：推進本部・幹事会・局長等の所掌事項 
 所掌事項 ※３ 第三セクターの種別 推進本部 幹事会 局長等 

(1) 

第三セクターの設立等 

・ 県主導第三セクターの設立 

・ 県主導以外の第三セクターの設立への参画 

・ 県が社員となる社団法人の設立等への参画 

全て 議題 

  

  

  

(2) 

※１ 

第三セクターの増資に対応した出資等 

・ 第三セクターの増資に対応した出資等 

・ 第三セクターの基金造成等に対する補助金等

の支出 

・ 第三セクター以外の既存の法人の増資に対応

した新規の出資等 

・ 減資 

県主導 議題   

出資等比率 25％以上 

＋自立 
 議題  

出資等比率 25％未満  報告 
決定 
※４ 

(3) 

県主導第三セクターの運営に関する重要な変更等 

・ 新規事業の実施 

・ 県等からの施設管理又は事業等の新規受託 

・ 自己資金による基本財産等の増額 

県主導 議題   

 ※２ 

(4) 県主導第三セクターの自立化の達成 

県主導 議題   

 ※２ 

(5) 

※１ 
第三セクターの統合 

県主導 議題   

出資等比率 25％以上 

＋自立 
 議題  

出資等比率 25％未満  報告 
決定 
※４ 

(6) 

※１ 

第三セクター以外の法人への移行・廃止等 

・ 第三セクター以外の法人への移行 

・ 第三セクターの廃止 

県主導 議題   

出資等比率 25％以上 

＋自立 
 議題  

出資等比率 25％未満  報告 
決定 
※４ 

 

※１ 所掌事項（２）・（５）・（６） 

・上段は第２条第１項第２号に規定する第三セクター 

・中段は第４条第１項第１号に規定する第三セクター 

・下段は第５条第１項第１号に規定する第三セクター 

※２ 所掌事項（３）・（４）は県主導第三セクターのみ該当する。 

※３ 原則、上記所掌事項のとおりとするが、議題（報告）内容に特段の事情がある場合やい

ずれの事項にも該当しない場合等は、所管する局にて付議（報告）する会議体を判断し、

行政管理課と調整するものとする。 

※４ 局長等決定の案件であっても、「第三セクター検討報告書作成要領」に基づき検討報告

書を作成し、幹事会に報告するものとする。 
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附  則 

１  この要綱は、平成５年４月５日から施行する。 

２  第三セクターの設立及び運営の指導・調整に関する事務要領は、廃止する。 

      附  則 

  この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

      附  則 

１  この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

２  団体総合調整会議要綱は、廃止する。 

      附  則 

  この要綱は、平成 11年６月１日から施行する。 

      附  則 

  この要綱は、平成 15年６月１日から施行する。 

      附  則 

  この要綱は、平成 16年４月１日から施行する。 

      附  則  

 この要綱は、平成 17年４月１日から施行する。 

     附  則  

 この要綱は、平成 18年４月１日から施行する。 

     附  則 

 この要綱は、平成 18年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 19年７月 31 日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 20年９月８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24 年５月 17 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28 年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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第三セクター等指導調整指針 

 

第三セクター等の指導、調整等に関する要綱第５条において、第三セクター及び損

失補償法人（県が債務について損失補償を行っている法人）の抜本的な見直しや効果

的・効率的な事業展開、収支健全化に向けた経営改善等を図るため、適切な指導、調整

等を行うこととしており、本指針では、そうした指導、調整等を行うに際しての基本と

すべき事項を明らかにする。なお、本指針における県主導第三セクター等の用語の定

義については、第三セクター等の指導、調整等に関する要綱の定めるところによる。 

本指針は、県主導第三セクター及び自立した第三セクター並びに損失補償法人を対

象とし、その他の第三セクターは、本指針を参考にしつつ事務を取り扱うこととする。 

 

１ 指針の目的 

第三セクターは、これまで県民サービスの維持・向上、県内産業の振興等広範な分

野において重要かつ多様な役割を担ってきた。 

しかし、規制緩和の進展や、市民活動の高まりによるＮＰＯ等の公的サービスの

担い手の拡大、県民ニーズの著しい変化等に加え、指定管理者制度の導入や公益法

人制度改革等、第三セクターを取り巻く環境は大きく変化してきた。 

これまで、より簡素で効率的な県政の実現を目指し、更なる行政改革を進めるた

め、第三セクターの必要性等を検証し、法人ごとの今後のあり方を明らかにすると

ともに、そうした法人の今後のあり方を踏まえた抜本的な見直しを行い、あわせて

効果的・効率的な事業展開を図ってきた。 

しかし、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号。以

下「地方財政健全化法」という。）により、地方公共団体は健全化判断比率の公表が

義務付けられ、その比率の算定に当たっては、損失補償法人の債務の一定割合が算

入されるため、こうした損失補償法人の安定的な経営も求められることになった。 

こうした第三セクター等に対する取組を効果的かつ有効なものとするためには、

県として統一的な視点から的確な指導や適正な支援等を行うことが必要であること

から、本指針を策定したものである。 

 

２ 適正で健全な法人運営に向けた取組 

県主導第三セクター及び自立した第三セクターは、法人運営に当たって関連法令

等を遵守するほか、地方自治法（以下「法」という。）に基づく包括外部監査制度に

よる監査等のチェック手段及びその結果を有効かつ適切に活用し、自らが責任を持

って設立の目的や趣旨を踏まえた適正で健全な法人運営に努めるとともに、県民へ

の情報の公開・提供等に積極的に努める必要がある。 

(1) 基本財産等資産の管理運用、保全 

所管局長は、県主導第三セクター及び自立した第三セクターが次の事項に留意

し、適切に基本財産等資産の管理運用及び保全を行うよう、指導、調整等を行うこ
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と。 

ア 基本財産等資産の管理運用は元本の確実な回収を基本として、固定資産とし

ての常識的な運用益が得られ、又は利用価値を生ずる方法で、安全かつ確実に行

うこと。 

イ 基本財産等資産の管理運用に関する事項を明確にするとともに、資産の運用

に係る情報の収集・分析及びチェックを適切に行う体制を確保すること。 

ウ 資金の性格、規模に応じた適切な運用方法を選択し、適宜見直しを図ること。 

(2) 組織づくり、権限配分等 

所管局長は、県主導第三セクター及び自立した第三セクターが次の事項に留意

し、組織づくり、権限配分等に係る取組を適切に行うよう、指導、調整等を行うこ

と。 

ア 内部規程を整備し、内部のチェック機能が形骸化しないよう定期的な点検を

行い、意思決定の過程や責任の所在を明確化すること。 

イ 職務執行上の分担や権限、人事評価等の見直しを図り、職員がやる気を持って

働けるような職場環境づくりに努めること。 

ウ 人材の新陳代謝による組織の活性化も考慮し、社会経済情勢や法人の状況に

応じた適切な定年制度の運用を図ること。 

エ 法人の役員には、「県職員の法人役員就任の見直しについて」（平成 20 年９月

11 日付け総務部長通知）を踏まえ、原則として、知事、副知事又は委員会の委

員（以下「知事等特別職」という。）を含めた県職員を充てないこと。 

オ 監事等には原則として専門的な人材（公認会計士等）を登用することとし、チ

ェック機能の拡充を図ること。 

カ 法人が県の事業を受託する場合には、法の兼業禁止規定により、県議会議員

（法第 92 条の２）、知事（法第 142 条）、副知事（法第 166 条第２項）又は委員

会の委員（法第 180 条の５第６項）は、主として県に対し請負をする法人（法人

の事業のうち半分以上を占めるものをいう。）の無限責任社員、取締役若しくは

監査役又はこれらに準ずべき者、支配人及び清算人たることができない（ただ

し、知事等特別職については、県が 50％以上を出資している法人の場合には、

兼業禁止規定の適用が除外される。）ことに留意すること。 

なお、指定管理者による公の施設の管理は「代行」であり「請負」には該当し

ないため、法の兼業禁止規定は適用されないが、指定手続の透明性・公平性の確

保という観点から、法の兼業禁止規定に準じて扱うことに留意すること。 

(3) 人材の確保・育成等 

所管局長は、県主導第三セクター及び自立した第三セクターが次の事項に留意

し、適切に人材の確保・育成等に向けた取組を行うよう、指導、調整等を行うこと。 

ア 社会経済情勢の変化等に対応しうる優秀な人材を確保し、また、選考過程等の

透明性を確保する観点から、職員を採用する場合には、原則として公募とするこ

と。 
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なお、効率的で柔軟な執行体制を整備する視点から、できる限り多様な任用形

態の活用にも留意すること（指定管理者として県の公の施設の管理を行う、又は

予定のある法人については、業務量の大幅な変動もあり得ることから、特に柔軟

な執行体制の整備に留意すること。）。 

イ 役職員の任用に当たっては、職務内容や責任にふさわしい人材を広く求める

ことが適当であり、役割に応じて民間の経営ノウハウや経験を有する人材の登

用に努めること。 

ウ 職員の研修機会の充実、法人相互の人事交流を図る等、計画的な人材の育成に

努めること。 

エ 県職員の派遣及び県退職者の紹介を要請する場合には、法人運営上の必要性

や県職員の派遣の必要性を十分に勘案するとともに、県職員の就任等が法人職

員の登用を阻害しないよう考慮すること。また、県が整備している神奈川県退職

者キャリアバンクを利用して県退職者を雇用する場合の雇用期間は、「神奈川県

退職者キャリアバンク実施要領」（平成 18 年４月１日付け総務部長通知）に基

づき、65 歳に達した日以後における最初の３月 31 日を超えることがない範囲に

おいて決定すること。 

(4) 情報公開等 

所管局長は、県主導第三セクター及び自立した第三セクターが次の事項に留意

し、情報公開等に努めるよう、指導、調整等を行うこと。 

ア 法人の運営が県民に開かれたものとなるよう、情報提供の推進に努め、法人の

主たる事務所及び県政情報センターに定款、役員名簿、決算諸表、事業計画書、

経営改善計画等を備え置き、一般の閲覧に供すること。 

イ インターネット等を活用し、最新の業務・財務等に関する資料のほか、法人の

経営改善計画等やその進捗状況、県からの支援の状況・経営状況等について積極

的に公表するとともに、利用者アンケートの実施等により法人の運営に県民の

意見を反映させるよう努めること。 

ウ 情報公開に努めるとともに、神奈川県情報公開条例（平成 12 年神奈川県条例

第 26 号）第 26 条第３項の規定に基づき指定された第三セクターについては、

必要な規程を整備し、適正に運用するよう努めなければならないことから、「出

資団体等の情報公開に関する要綱」に基づき必要な指導、支援を行うこと。 

エ 法人の個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成 15

年法律第 57 号）に基づき適切に取り扱うこと。 

(5) その他の県の指導、調整等 

所管局長は、県主導第三セクター及び自立した第三セクターが次の事項に留意す

るよう、指導、調整等を行うこと。 

ア 各法人の根拠法令の規定に基づく検査並びに別に定めるチェックリスト及び

当該チェックリストに基づくヒアリングの実施により、適正で健全な法人運営

状況等について定期的に把握し、法人に対する適切な指導、調整等を行うこと。 
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イ 公益社団・財団法人及び一般社団・財団法人については、「新公益法人及び移

行法人に対する監督の基本的考え方」（平成 24 年５月 11 日神奈川県公益認定等

審議会決定）に基づき文書課が実施する指導、監督の情報を把握し、必要に応じ

て連携を図ること。また、文書課が実施する立入検査には、法人の同意を得た上

で所管局が原則として陪席すること。 

ウ 会社法法人については、出資者の権利としての議決権の行使等、会社法に基づ

くチェック手段を有効かつ適切に活用すること。議決権の行使に当たっては、出

資等の目的を前提としつつ、株式が貴重な県有財産であることに鑑み、企業価値

及び株式価値の向上等の観点も踏まえて行使すること。 

なお、資本の額が５億円以上である等一定の要件を満たす会社法法人につい

ては、会社法の規定に基づき会計監査人を設置することが義務付けられている

こと、また、公益法人については、公益的事業を行うために必要な経理的基礎の

ひとつである情報開示の適正性として、外部監査の受検や費用及び損失の額又

は収益の額に応じて監事を公認会計士又は税理士が務めること等が推奨されて

いることに留意すること。 

エ 法人の役員には原則として県職員は就任しないこととするが、やむを得ず就

任する場合には必要最小限の人数とし、地方公務員法の営利企業等への従事制

限規定を遵守するとともに、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する

法律により、県職員である理事の合計数が理事の総数の３分の１を超えないも

のであることとされていることに留意すること。 

また、当該法人が県の公の施設の指定管理者に応募する場合には、指定の手続

き等における透明性・公平性を確保する視点から、適切に対応すること。 

オ 公平性・透明性を確保するため、法人が外部委託等契約の相手方を選定するに

当たっては、原則として入札によるよう指導、調整等を行うこと。なお、入札に

当たっては、競争性の確保に配慮しつつ、法人が県施策を推進するための公的サ

ービスの主体として、県行政と密接な関連を有することを踏まえ、県内に本店又

は支店、営業所を有する事業者への発注に最大限努めること。 

カ 常勤の理事長、取締役等の報酬額又は報酬の上限額については、理事会、取締

役会の議決による等手続きの透明性を確保するとともに、適正な水準に決定す

るよう指導、調整等を行うこと。 

キ 法の趣旨に基づき、適切な内部統制の整備及び運用に取り組むこと。 

ク その他、関連法令や社会常識に照らし不適切な取扱いが生じないように留意

するよう指導、調整等を行うこと。 

(6) 県議会への報告等 

所管局長は、次の事項に留意し適切に取り組むこと。 

ア 県の出資又は出捐等（以下「出資等」という。）の比率が２分の１以上の第三

セクター及び法人の基本財産等の２分の１以上の額の債務について県が損失補

償を行っている法人については、県議会への経営状況説明書の提出が義務付け
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られているため、所管常任委員会において経営状況説明書により説明すること。 

イ 出資等の比率が４分の１以上で、かつ、出資等の比率が最も大きい第三セクタ

ーについては、所管常任委員会において事業概要報告書により説明すること。 

 

３ 法人の今後のあり方を踏まえた見直し 

引き続き全ての県主導第三セクターについて、今日的視点からの必要性、法人運

営面での自立度の２つの視点から検証を行い、法人設立の経緯や関連他団体との関

係等を踏まえ、法人ごとに今後のあり方を明らかにし、そうした今後のあり方を踏

まえた抜本的見直しを進める。 

所管局長は、次の事項に留意し、必要に応じて、法人の今後のあり方を見直すこ

と。 

なお、自立した第三セクターについては、県としての必要性という視点から、出資

等のあり方を見直す場合等、必要に応じて適用する。 

(1) 検証における視点 

ア 必要性 

公益性、県行政との密接関連性及び民間代替性について検討し、県施策を推進

する上で法人の役割が必要で、かつ民間法人等での代替が困難かといった必要

性について判断する。 

(ｱ) 公益性 

公益的な事業の占める比率が高いか（公益法人には、当該法人の経常的経費

に占める公益目的事業の実施費用額が２分の１以上であることが求められ

る。）。 

(ｲ) 県行政との密接関連性 

県の総合計画等に県施策の実施主体等として位置づけられているか、又は

県施策を推進するための公的サービスの提供主体として県行政を補完・代行

する法人か。 

(ｳ) 民間代替性 

法人が行っている事業について、関連法令等により民間事業の参入規制が

緩和されているか、民間事業者やＮＰＯ等による市場が形成されているか。 

イ 自立度 

法人に対する県からの支援の状況や、法人の経営状況（単年度収支の状況・累

積損失の有無等）及び将来の経営状況の見込み等を踏まえ、県からの支援に依存

することなく健全で安定的な法人運営が可能かといった自立度について判断す

る。 

(2) 今後のあり方の基本的分類 

前項の２つの視点からの検証結果を踏まえた法人の今後のあり方については、

次の４つの基本的分類が考えられる。 

Ｉ「法人の自立化」 
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≪県としての必要性が高く、自立度が高い場合≫ 

検証の結果、県としての必要性が高く自立度も高い法人は、早期の法人の自立

化を目指す。 

法人の自立化とは、県からの支援を見直し法人運営の自立化を促進すること

により、県から財政的支援、人的支援又はその他の支援を受けることなく事業を

展開することが可能な状態である等、県から自立した第三セクターとなること

をいう。 

なお、自立化の達成の判断は、県からの支援の状況だけではなく、法人の健全

な運営が継続的かつ安定的に確保されると見込めるか等について、神奈川県働

き方・行政改革推進本部（以下「推進本部」という。）が総合的に判断する。 

Ⅱ「法人運営の効率化」 

≪県としての必要性が高く、自立度が低い場合≫ 

検証の結果、県としての必要性は高いが自立度が低く、自立化を目指すことが

難しい法人は、今後とも、県施策を補完・代行する県主導第三セクターとして存

続させる必要があり、健全で安定的な法人運営に資するため、県から必要な範囲

で支援を行う。 

ただし、法人運営に当たっては、県の支援の必要性を常に検証し、県施策と連

携した効果的・効率的な事業展開を図り、更なる経営改善に取り組むよう求める。 

Ⅲ「第三セクター以外の法人への移行等」 

≪県としての必要性が低く、自立度が高い場合≫ 

検証の結果、県としての必要性は低いが自立度が高い法人は、一般の民間法人

として独自の法人経営が可能となる方向で経営の一層の効率化を図り、県が所

有する法人株式の売却等、出資等の見直しを行い、出資等を行わない第三セクタ

ー以外の法人への移行等を目指す。 

Ⅳ「法人の廃止」 

≪県としての必要性が低く、自立度が低い場合≫ 

検証の結果、県としての必要性が低く自立度も低い法人は、県の第三セクター

として引き続き運営する必要性が低く、また単独での経営が難しいため、法人を

廃止する方向で取り組む。 

(3) 「法人の統合」「事業移管」の考え方 

法人の今後のあり方を踏まえた見直しに当たって、法人が単独で施策・事業に取

り組むより、類似性を有する複数の法人が一体となって施策・事業を推進していく

ことで効果的・効率的な事業等が展開され、県民サービスの向上等を図ることがで

きると判断される場合には、法人のあり方や組織・事業の見直しの方策・手段とし

て「法人の統合」や他の法人への「（一部）事業移管」（以下「統合等」という。）

を検討する。 

(4) 法人の今後のあり方等の検討 

ア 所管局長は、前各項の検証結果を基に次の事項を勘案し、法人と見直しの実施
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可能性を考慮したうえで、法人の今後のあり方及び見直しの方向性を総合的に

判断すること。 

(ｱ) 法人の設立に係る経緯等 

(ｲ) 法人の見直しに係る関係団体等との関係 

（想定される関係団体等） 

・県以外で法人に出資等を行っている者（以下「共同出資者」という。） 

・事業を実施する上で関係する団体 

・法人の債権・債務者 

・法人施設の利用者等 

・類似事業を実施する団体 

・関係する市町村等 

(ｳ) 県の将来的な施策展開の方針・方向性との関係 

(ｴ) 法人の今後の経営状況（将来的な収支状況） 

(ｵ) 当該法人としての意向・考え方等 

イ 所管局長は法人の今後のあり方及びそれを踏まえた見直しの方向性について

総務局長と調整し、総務局長は推進本部に諮るものとする。 

(5) 見直しに向けた計画的な取組 

法人は、法人の今後のあり方を踏まえ、法人自らが責任を持って中・長期的な視

点に立った経営改善計画等を策定することにより、見直しに向けた行程等を明ら

かにし、計画的な見直しの取組や経営の改善に努めること。また、経営改善計画等

の進捗状況や経営環境の変化等に応じて、適宜、経営改善計画等を見直すこと。 

法人は、毎年度、今後の法人のあり方を踏まえた見直しの取組状況や経営改善計

画等の進捗状況等について、経営諸指標を活用した経営状況の分析を行う等、客観

的に点検・把握し、適時適切に県に必要な事項を報告すること。なお、法人の経営

状況の分析等に当たっては、必要に応じて外部の専門家を活用し、より専門性・客

観性を高めるよう努めること。 

(6) 再検討等の実施 

所管局長は、法人のあり方について、県民ニーズの変化、県の施策の変更、関連

法令の改正等、法人を取り巻く環境の変化や見直しの取組状況等を踏まえて、適

宜、再検討を行い、環境の変化等に応じた見直しを進めていくこと。 

なお、自立した第三セクターについても、適宜、県としての必要性を検証する必

要があり、諸条件が整った時点で第三セクター以外の法人への移行等を目指すこ

とも考えられる。 

 

４ 「法人の自立化」「法人運営の効率化」に向けた取組等 

  法人の自立化、法人運営の効率化に向けて、見直しの取組を進め、自立化を達成し

た第三セクターについては、法人経営等の自主性・自立性を尊重しつつ、県の出資等

の状況に応じて必要な関わりを行うこと。 
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所管局長は、法人が次の事項に留意し取組を進めるよう適切な指導、調整等を行

うとともに、県の支援を見直すこと。 

なお、(1)「法人の自立化」「法人運営の効率化」に向けた取組の各項は県主導第三

セクターのみに適用し、(2)自立した第三セクターに対する県の関わり等の各項は自

立した第三セクターのみに適用する。 

(1)「法人の自立化」「法人運営の効率化」に向けた取組 

３(4)イの推進本部における審議の結果、自立化を目指すこととした法人につい

ては、経営改善計画等に基づく取組を促すとともに、計画的に県の支援を見直すこ

と。 

また、引き続き県主導第三セクターとして存続し、運営の効率化を目指すことと

した法人については、県の支援の必要性を常に検証し、県施策と連携した効果的・

効率的な事業展開を図り、更なる経営改善に取り組むこと。 

なお、こうした取組を進めるに当たっては、必要に応じて民間の経営経験を有す

る人材を登用する等民間の経営ノウハウの活用を図ること。 

ア 事業の見直し 

法人の全ての事業について、社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要性、効率性・

有効性、計画性、健全性といった視点から点検・評価し、他法人や民間事業者等

との役割分担も踏まえ継続の必要性を検討すること。継続の必要性が認められ

た事業についても、効果的・効率的な事業展開の観点から実施方法等の見直しを

行うこと。 

特に、見直しを行わないまま漫然と継続して実施している事業については、事

業のあり方をあらためて見直すこと。 

イ 簡素で効率的な執行体制の整備に向けた取組 

(ｱ) 業務内容や業務量等を踏まえた必要最小限の人員配置とし、執行体制のス

リム化・効率化を徹底すること。特に、役員及び管理職の配置の必要性を検証

し、必要最小限とすること。 

(ｲ) 多様な任用形態の活用や外部委託化、法人相互の協力等により、業務量の増

減に柔軟に対応できる執行体制の整備を図ること。また、常勤職員の採用は、

長期的視点から慎重に取り扱うこと。 

(ｳ) より迅速な意思決定を可能とするため、実務責任者への決定権の付与等執

行体制を簡素化すること。 

ウ 給与の適正化 

(ｱ) 法人の経営状況や性格、規模、事業内容等を踏まえた適切な給与制度とし、

職員給与及び役員報酬については、職責や業務内容に見合った額で、同等の職

責を有する他団体等の役職員と比較する等により適切な水準とすること。 

なお、役員の報酬の額は、その職務と責任の特殊性から定額制をとるべきも

のであるので昇給制度は適用しないこと。特に、累積損失が生じている会社法

法人の場合には、役員報酬のあり方について十分に検討すること。 
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(ｲ) 特殊勤務手当等の手当は、県や他団体等の状況・社会情勢を踏まえ必要性を

検討し、統合、廃止、金額や支給率の適正化を図ること。また、常勤役員の諸

手当は通勤手当及び期末手当のみを支給し、期末手当の支給率は原則として

県の職員の支給率を上回らないこと。 

(ｳ) 退職金は、県の基準を上回らない範囲で、法人の経営状況を踏まえ決定する

こととし、退職金に係る功労加算及び功労金（慰労金を含む。）は支給しない

こと。 

(ｴ) 県を退職し法人に再就職する役職員の法人における退職金（退職慰労金等

を含む。）は支給しないこと。また、平成 13 年 10 月 16 日付け総務部長及び

行政改革担当部長通知により、県退職者以外で、平成 14 年度以降、県主導第

三セクターの役員に就任する者についても、当分の間、退職金（退職慰労金等

を含む。）を支給しない等の要請をしていることに留意すること。 

エ その他の経費削減等に向けた取組 

(ｱ) 事業執行方法を見直し、外部委託化を積極的に推進するとともに、維持管理

経費や職員の福利厚生費について県に準じた見直しに取り組み、経費削減を

徹底すること。なお、外部委託等契約の相手方の選定に当たっては、原則とし

て入札によること。 

(ｲ) 事業収入や会費、寄附等の収入の拡大に努め、民間資金の活用についても検

討すること。ただし、公益法人の場合には、収益事業は公益目的を実現するた

めの付随的な活動として認められるものであることに留意すること。 

オ 法人相互の協力 

横断的な協議会等の積極的な活用により、職員の交流や業務の共同実施等、効

率的で柔軟な法人運営や施策展開に向けた法人相互の協力に努めること。 

カ 県職員の派遣 

(ｱ) 所管局長は、法人への県職員の派遣について、「公益的法人等への一般職の

地方公務員の派遣等に関する法律」（平成 12 年法律第 50 号）等の趣旨を踏ま

え、派遣目的、職務、人数、期間等を明らかにし派遣の是非を検討すること。 

(ｲ) 現に派遣されている場合には、適宜、派遣の必要性や規模を検証し、事業や

執行体制の見直しに合わせ派遣のあり方を検討すること。 

(2) 自立した第三セクターに対する県の関わり等 

ア 基本的考え方 

自立した第三セクターについては、民間の自由な発想により、より一層機動的

かつきめ細かなサービスの提供が求められることから、経営状況等の把握に努

めつつ、法人運営の自主性・自立性を尊重していく必要がある。一方、出資等の

状況に応じた責任に基づき、引き続き関与する必要がある。 

また、独立した法人として適正かつ健全に法人を経営することが求められて

おり、法人自らが、適切かつ有効にチェックする体制を整える必要がある。 

なお、自立した第三セクターについても、当該法人を取り巻く環境の変化等を
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踏まえ、県としての必要性を検証していく必要があり、将来的には第三セクター

以外の法人への移行等を目指すことも考えられる。 

イ 自立した第三セクターに対する県の関わり 

(ｱ) 経営状況や経営改善計画の内容及びその達成状況等を定期的に把握し、既

存事業の廃止や新規事業への参画等法人経営の根幹に影響を与える事業の見

直し等を行う場合には報告を求めること。 

(ｲ) 意思決定における責任の明確化、適正な事務処理に向けた規程整備、監事等

への外部の専門的人材の登用、積極的な情報公開等適正で健全な法人運営に

向けた体制整備等について、定期的に確認等を行うこと。 

(ｳ) 県の出資等の比率等に応じた経営状況の議会への説明や法に基づく監査に

ついては、自立化した後も引き続き同様の取扱いとなることに留意すること。 

 

５「第三セクター以外の法人への移行等」「法人の廃止」に向けた取組 

所管局長は、見直しの円滑な推進に向けて法人とも十分に検討・協議を行い、法人

が次の事項に留意し取組を進めるよう適切な指導、調整等を行うこと。 

なお、自立した第三セクターについては、県としての必要性という視点から県の

出資等のあり方を見直す場合等、必要に応じて適用する。 

(1)「第三セクター以外の法人への移行等」に向けた取組 

ア 第三セクター以外の法人への移行等に当たっては、関連法令等を遵守し、事務

手続き等に漏れがないようにすること。 

イ 新たな法人形態へ転換を図る場合には、法人の事業内容や見直し後の事業の

運営方法等を十分に考慮し、最良の法人形態を選択すること。 

ウ 県保有株式を譲渡する場合は、譲渡先の選定や譲渡価格の算定を適正に行う

こと。 

エ 第三セクター以外の法人への移行等に当たり、現在法人が行っている事業を

廃止することとした場合は、その事業の継続や実施主体等について、適切に対応

すること。 

オ 第三セクター以外の法人への移行等に向け、他の民間事業者等と対等に競争

できるような競争力を確保し、健全で安定的な運営が可能となるよう、適切な人

材育成等に努めること。 

カ 第三セクター以外の法人への移行等に当たり、雇用問題への対応が必要とさ

れる場合は、４(2)「法人の廃止」に向けた取組の項目を参照すること。 

キ 関係団体等に対し、法人の見直しの方針について、その理由・必要性の他、第

三セクター以外の法人への移行等に向けた手続き、また、見直し後の法人の事業

内容、執行体制、経営改善計画等について、十分に説明し、理解を得ること。 

(2)「法人の廃止」に向けた取組 

ア 法人の廃止に伴う事業の取扱い 

(ｱ) 法人の廃止に伴う事業の取扱いについては、事業内容や継続の必要性、他法
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人等での代替性等を個別に十分に検証し、継続すべきもの、法人の廃止にあわ

せ終了させるもの等、それぞれの事業について適切な対応を図ること。 

(ｲ) 法人の廃止後も継続すべき事業がある場合は、当該事業について知識・経験

を有する職員を活用し他法人等で実施する方法や、県自らが実施する方法等、

様々な方法を検討し、円滑な事業の継続に努めること。 

(ｳ) 法人の廃止に伴い事業を終了させることとした場合は、事業を適切に清算

すること。 

イ 法人の廃止に向けた手続等 

(ｱ) 法人の廃止に当たっては、関連法令等を遵守し、事務手続き等に漏れがない

ようにすること。特に、法人の債権・債務、資産等については、関連法令等に

基づき適切に処理をすること。 

(ｲ) 関係団体等に対し、法人の廃止の方針について、その理由・必要性の他、廃

止に向けた手続き、また、法人が行ってきた事業の廃止後の取扱い等について、

十分に説明し、理解を得ること。 

ウ 法人の廃止に伴う雇用問題への対応 

法人の廃止に伴う職員の雇用問題については、県は法人の職員と直接雇用関

係はないことから、法人自らが労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）等の関連法

令を遵守し対応する必要がある。 

所管局長は、次の事項について法人の自助努力を促すこと。 

(ｱ) 職員に対する転職のための自己啓発の実施 

(ｲ) 勧奨退職制度の活用 

(ｳ) 経営移譲する場合の後継法人への引継ぎ 

なお、所管局長は関係局長と協力して、再就職支援に関する情報が必要な場合

はその提供に努めること。 

 

６「法人の統合」「事業移管」に向けた取組 

所管局長は、見直しの円滑な推進に向けて法人と十分に検討・協議を行い、法人が

次の事項に留意し取組を進めるよう、適切な指導、調整等を行うこと。 

なお、自立した第三セクターについては、県としての必要性という視点から県の

出資等のあり方を見直す場合等、必要に応じて適用する。 

統合等に当たっては、これまで各法人が行ってきた事業がより効果的・効率的に

実施できるような新たな執行体制の構築と事業実施方法の見直し等を図り、統合等

の効果を増大させるとともに、その効果を明らかにするよう努める必要がある。 

統合後の法人の名称は、これまでの法人が行ってきた実績・経緯や統合後の法人

の事業内容等を十分に考慮し、適切なものとすること。 

(1) 統合等先の法人の選定、統合方法等 

ア 統合等の相手方については、法人の事業目的・内容、経営状況等を十分に精査

し、これまでの事業が円滑に継続されるとともに、より効果的・効率的に実施が
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できる最良の法人を選定すること。 

イ 統合の方法は、現存する法人を全て廃止し、新たな法人を設立する方法と、一

つの法人を存続させ、その他は廃止する方法（以下「吸収合併」という。）が考

えられるが、法人の事業内容や今後の法人の事業の目的、実施方法等を十分に考

慮し、最良の方法を選択すること。 

(ｱ) 新たな法人を設立する場合には、今後の法人の事業目的を達成するために

最良の法人形態を選択すること。 

(ｲ) 吸収合併する場合には、今後の法人の事業目的、実施方法等を踏まえて十分

に検討し、存続法人として適した法人を選択すること。 

(2) 統合後の執行体制の整備等 

ア 統合後の法人の執行体制は、業務内容や業務量等を踏まえた必要最小限の人

員配置とし、執行体制のスリム化・効率化を徹底すること。特に、役員及び管理

職の配置の必要性を検証し、必要最小限となるようにすること。 

イ 多様な任用形態の活用や外部委託化、法人相互の協力等により、業務量の増減

に柔軟に対応できる執行体制を整備すること。 

ウ 迅速な意思決定を可能とするため、実務責任者への決定権の付与等執行体制

を簡素化すること。 

エ 統合後の給与制度は、経営状況や事業内容等を踏まえた適切なものとするこ

と。 

オ 統合等に当たっては、運営の効率化に努めること。 

(3) 統合等に向けた手続き等 

ア 統合等に当たっては、関連法令等を遵守し、事務手続き等に漏れがないように

すること。 

イ 統合等の推進に当たっては、必要に応じて、各法人を構成員とする検討会議等

を設け、各法人の課題等について意見交換や検討を行うこと。 

ウ 統合等による新たな執行体制が構築されるまでの間は、任期付き雇用等多様

な任用形態を活用することとし、原則として常勤職員は採用しないこと。 

エ 統合等に当たり、雇用問題への対応が必要とされる場合は、５(2)「法人の廃

止」に向けた取組の項目を参照すること。 

オ 関係団体等に対し、法人の統合等の方針について、その理由・必要性の他、統

合等に向けた手続き、また、統合後の法人の事業内容、執行体制、経営改善計画

等について、十分に説明し、理解を得ること。 

カ 統合後の法人の名称や事業内容等について、様々な広報媒体を活用し、幅広く

周知を行うこと。 
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７ その他 

(1) 経営悪化時の対応 

ア 経営悪化法人 

県主導第三セクター及び自立した第三セクターが次のいずれかに該当する場

合は、所管局長は経営悪化状態にあると整理する。 

(ｱ) 累積損失が資本金の２分の１を超える法人 

(ｲ) 各年度の事業計画又は経営改善計画を超える単年度損失を、２期連続して

計上した法人 

(ｳ) その他、推進本部の審議を経て総務局長が指定した法人※ 

※ (ｳ)は形式的な基準によらず、不測の事態に対応するための規定であり、

以下は例示である。 

・ 単年度で巨額な単年度損失を計上又は計上見込みであるなど法人の経

営が急激に悪化し、改善の見込みがない場合 

・ 災害等の予測できない事象により主たる事業のための施設等が大きく

損壊するなどして、巨額の単年度損失が予測され、改善の見込みがない場

合 

イ 所管局の取組 

経営悪化状態にあるとされた法人の所管局長は、速やかに経営悪化の原因を

検証するとともに、問題を先送りすることなく、法人としての存廃を含め、早期

に抜本的な経営の改善に向けた徹底した指導や法人のあり方の見直しを行うこ

と。なお、この見直しの内容には、自立した第三セクターについて、県主導第三

セクターに戻ることも含むものである。 

見直しの結果、県としての法人の必要性（「３（1）検証における視点 ア」）

に応じて、以下の対応を行うこととする。 

(ｱ) 県としての必要性が高い場合 

ａ 法人に対し、速やかに事態の解消に向けた具体的な取組内容と過程及び

解消時期等を明確にした新たな「経営改善計画」の提出を求め「経営改善計

画」の着実な実施等について徹底した指導を行うとともに、法人の今後のあ

り方について見直しを行うこと。 

なお、法人の指導に当たっては、必要に応じて外部の専門家を活用し、よ

り効果的な改善が得られるよう努めること。 

    ｂ 経営の改善が見込まれないものの何らかの形で事業を存続させる必要が

あると判断した場合は、事業存続の手続き・内容についての公平性及び透

明性を確保する観点から、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）、特定債務等の調整の促進のための特定調

停に関する法律（平成 11 年法律第 158 号）等の法的整理を視野に入れた検

討を行うこと。 
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      (ｲ) 県としての必要性が低い場合 

  法人の債権者等関係者との役割分担を明確にしつつ、「５（1）「第三セク

ター以外の法人への移行等」に向けた取組及び（2）「法人の廃止」に向けた

取組 イ・ウ」の手続きを進めること。 

さらに、法人の清算については、その手続きについて責任分担の透明性の

確保等の観点から、法的手続き（破産、特別清算）の活用を視野に入れ早急

に対応方策を検討すること。 

ウ 推進本部における検討 

所管局長は、上記の取組の状況（経営の状況、改善措置の内容、指導の状況等

を含む。）を総務局長に報告すること。総務局長は、必要に応じて、事業の存廃

を含む法人のあり方等を検討するため、推進本部に諮ること。 

エ 県の責任 

所管局長は、法人の解散、統廃合等に伴い債権債務関係の整理を行う場合には、

県が出資等を行う者として負う責任はあくまでも出資等の範囲内であり、これ

を超えた責任は存在しないことを、当事者間はもとより対外的にも明確にする

よう努め、県が過度の負担を負うことがないよう留意すること。 

オ 関係者間の密接な連携 

所管局長は、複数の地方公共団体等が出資等を行っている第三セクターにつ

いては、法人の存廃等の判断やその後の取組に当たり、関係者間で連携を密にし

つつ、出資等の比率に応じて責任を持った対応をとること。 

(2) 第三セクターの設立等 

出資等により第三セクターを設立する場合、又は既存の第三セクターに対して

新たな出資等を行う場合は、次の点について所管局長があらかじめ十分な検討を

行い、総務局長と調整の上、推進本部に諮り、推進本部において次の点を検討する。 

ア 法人の設立 

(ｱ) 第三セクターを活用して実施しようとする事業について、県の施策・事業や

民間事業との役割分担、責任の明確化等の観点から、県行政における必要性や

県の役割をどうするか。また、当該事業を既存の第三セクター等の事業として

位置付ける等、新たな法人を設立せずに効果的に事業を実施できないか。 

(ｲ) 中・長期的視点から他の事業実施方式（行政直営方式、公営企業方式、ＰＦ

Ｉ方式等）と比較検討した結果、第三セクターの設立が最も効果的であるか。 

イ 法人の形態 

(ｱ) 第三セクターを設立する場合は、設立目的、実施する事業の性格、事業分野

の特性、公共性及び公益性の度合い等から総合的に判断し、一般社団・財団法

人又は公益法人、会社法法人等それぞれの特色を踏まえ、適切な法人形態を選

択すること。 

(ｲ) 特に、会社法法人の形態を選択する場合は、広範囲に及ぶ資金調達や市場原

理に基づく独立採算を原則としているので、県として参画、関与することの必
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要性や意義、中・長期的な採算性の見通し等について慎重に検討すること。 

ウ 県の出資等 

(ｱ) 県の出資等の額は、第三セクターの設立目的、事業内容、設立の経緯、行政

と民間との役割分担、採算性の度合い、中・長期的な収支見通し等から総合的

に判断すること。 

(ｲ) 県の主導性を確保する必要がある場合には、県の出資等の比率が一定規模

以上となるよう配慮すること。 

(ｳ) 一般社団・財団法人又は公益法人を設立する際に拠出する財産の額は、第三

セクターの運営に要する基本的な経費を賄うことができる規模や、類似団体

等の状況、経済状況、共同出資者等との関係等を勘案して決定すること。 

(ｴ) 会社法法人の設立に当たっては、適正な事業内容や規模に見合った適切な

資本金を設定し、中・長期的な採算性の見通しを踏まえた上で、県の責任や役

割に応じた適切な額の出資とするよう慎重に検討すること。 

エ 県議会への報告 

県の出資等の比率が２分の１以上の第三セクターを設立しようとする場合は、

法人の設立目的、出資等の形態、設立の時期等基本的な事項について、あらかじ

め所管常任委員会に報告すること。 

(3) 損失補償法人の取扱い 

損失補償法人のうち、地方財政健全化法に基づく健全化判断比率の算定におい

て、法人の債務が正常償還見込債務以外の債務と分類される等、行政管理課長が別

に指定する法人については、引き続き県主導第三セクターとして存続し、法人運営

の効率化を目指すこととされている法人と同様に、「４(1)「法人の自立化」「法人

運営の効率化」に向けた取組」に掲げる取組を進めることとし、そうした取組を

「３(5)見直しに向けた計画的な取組」を踏まえ計画的に進めること。 

また、収支健全化を図るため法人のあり方の見直しが必要な場合の検討につい

ては「６「法人の統合」「事業移管」に向けた取組」により、情報公開等の取扱い

については「２(4)情報公開等」により、経営悪化時の対応については「７(1)経営

悪化時の対応」によること。 

その他の損失補償法人については、法人の経営状況の把握に努め、経営悪化時の

対応については「７(1)経営悪化時の対応」によること。 
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